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１．基本的考え方 

　我が国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い、国民の健康の増進の重要性が著しく増大しており、
国民の健康の増進の総合的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養の改善その他の国民の健康の増進
を図るために、医療制度改革の一環として、平成１４年８月に健康増進法が公布され、本年５月１日に施行されるとこ
ろである。
　健康増進法に基づき実施される国民健康・栄養調査は、昭和２７年以降栄養改善法に基づき毎年実施されてきた国民
栄養調査を栄養のみならず、生活習慣全般に拡充して調査するものとして引き継ぐものであり、国民の健康の増進の総
合的な推進を図るための基礎資料として、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにするために行
う。
　本調査は、「２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）」等の健康増進施策や、食事摂取基準（栄養所
要量）及び食生活指針の策定等の栄養施策などの企画、評価において重要な役割を果たすものであり、これらに関連す
る項目を調査する必要がある。
　また、調査結果については、的確にかつ迅速に解析するとともに、国民への健康・栄養に関する情報提供、普及啓発
に資する必要がある。

２．国民健康・栄養調査のあり方 
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（１）調査の枠組みについて 

(1)調査内容の周期について
　国民健康・栄養調査は、従来の国民栄養調査に加え、身体活動・運動、休養（睡眠）、飲酒、喫煙、歯の健康
等の生活習慣や生活習慣病に関する事項に拡充するため、毎年把握する基本的な項目と周期的に重点を置いて把
握する項目とに分けて調査設計する。
　毎年把握する項目及び周期的に重点を置いて把握する項目についての基本的な考え方は、次のとおりであり、
対象分野ごとの調査内容例を別紙１に示す。 

＜毎年把握する項目の基本的な考え方＞ 

　・短期間で変動しやすいもの
　・毎年実施される個別の政策の評価に利用できるもの
　・国際比較等において必要なもの
　・政策的に毎年重点的に普及啓発すべきもの

＜周期的に重点を置いて把握する項目の基本的な考え方＞ 

　・一定の期間において施策・対策の効果として現れるもの
　・中長期的な施策立案・評価のために詳細に把握すべきもの
　・基準値、標準曲線等の作成に必要なもの

　なお、周期的に把握する項目については、別紙２のような周期で対象分野ごとに重点を置いて実施することが
考えられるが、国民の健康・栄養状態に関し緊急に対応すべき事項がある場合には、これにとらわれることなく
調査項目に加える必要がある。

(2)調査内容の構成について
　調査内容は、ａ）身体の状況に関する事項、ｂ）栄養素等摂取状況に関する事項、ｃ）生活習慣等に関する事
項から構成する。 

ａ．身体状況の把握
　身体の状況を客観的に把握するために、身体計測値や生理学的指標、生化学的指標等を用いる。これら
は、栄養状態の評価における潜在性の欠乏状態や過剰状態の指標、生活習慣病の予防の観点から必要な検査
項目を選定することとし、適宜項目の見直しを行うこととする。
　また、血圧や血液検査等の調査結果の解釈に必要な服薬状況についても把握する必要がある。

ｂ．栄養素等摂取状況の把握
　食品及び栄養素等摂取量については、従来の国民栄養調査において、対象とする栄養素の種類の数を増や
すなど充実を図り栄養施策及び食品行政に重要な役割を果たしてきている。
　国民の食生活が多様化していることから、国民健康・栄養調査においては、食品及び栄養素等摂取量の特
性を把握し解析できるよう、データベースの整備や補完的な研究も含めて今後更に充実させる必要がある。

ｃ．生活習慣等の把握
　生活習慣の把握としては、食生活、身体活動・運動、休養（睡眠）、飲酒、喫煙、歯の健康等に関する生
活習慣全般を把握する。
　また、健康・栄養教育の充実を図るために、生活習慣と関連する知識、態度、行動についても把握すると
ともに、健康に対する意識や、健康づくり施策への参加状況、健康情報の入手状況についても把握する。

(3)調査対象等について
　調査対象の選定は、法第１１条に基づき毎年厚生労働大臣が調査地区を定め、その地区内において都道府県知
事が調査世帯を指定することによって行う。
　なお、調査の設計にあたっては、統計学的検討において一定の精度を確保できるように調査客体数に留意す
る。
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（２）行政施策との関連について 

(1)健康増進施策（健康日本２１）との関連
　健康増進施策である健康日本２１においては、２００５年度を目途に中間評価を行うとともに、２０１０年度
に最終評価を行い、その評価をその後の運動の推進に反映させることとしている。国民健康・栄養調査は、それ
らの中間評価及び最終評価に資するため、２００３、２００４年及び２００８、２００９年にこれらの評価に関
する内容を調査事項に盛り込むこととする。また、健康日本２１の実施状況をモニタリングする項目（例えば、
健康日本２１の認知度など）については毎年把握することも検討する。

(2)栄養施策との関連
　これまでも国民栄養調査結果を基に、栄養関係の施策の企画立案、実施、評価等を行ってきており、今後も栄
養施策の推進を図るとともに、食事摂取基準（栄養所要量）及び食生活指針の策定等の栄養施策の企画、評価と
の関連に留意して調査設計を行う必要がある。

(3)他の行政施策との関連
　食品保健に関わる規格基準等の策定において、これまで国民栄養調査の食品摂取量結果が用いられてきている
が、今後もこれらの施策にも有効活用できるよう留意する。

（３）調査体制について 

(1)国・研究所における体制
　国民健康・栄養調査の企画、解析にあたっては、その内容が従来の国民栄養調査に比べて多岐に渡るため、厚
生労働省において専門家からなる国民健康・栄養調査企画解析検討会（仮称）を設け、十分に検討を行うことと
する。
　また、独立行政法人国立健康・栄養研究所においては、国民健康・栄養調査企画解析検討会（仮称）との連携
のもとに、専門的な立場から的確かつ迅速に集計を行うよう努めること。

(2)都道府県、政令市、特別区における体制
　調査の実施にあたる都道府県、政令市、特別区においては、国民健康・栄養調査に従事する調査員について必
要な数を確保するとともに、調査体制を整備する必要がある。

３．調査実施にあたって留意すべき事項について 

（１）検査の精度管理
　各種検査については、横断的なデータの解析とともに経年変化の解析を行うためにも、必要な精度管理を行うこと
とする。

（２）調査票の再現性・妥当性
　また、生活習慣の状況及び栄養素等摂取状況の調査票については、質問票の再現性や妥当性についても研究におい
て検討する必要がある。

（３）調査員の質の確保
　調査に従事する国民健康・栄養調査員の質を確保するために、調査必携において、調査方法を構造化、図式化して
示すなど調査の標準化を行う必要がある。
　また、栄養素等摂取状況の調査については、特に専門性を要することから管理栄養士・栄養士の研修を充実する必
要がある。身体計測、血圧測定方法等も、調査必携を充実させるとともに、研修等により調査員の質の確保に努め
る。

（４）被調査者の協力の確保
　調査世帯に属する者は、法に基づき調査の実施に協力しなければならないことと規定されているが、近年、被調査
者の協力率の低下が見られることから、協力率の低下を防ぎ、調査に対する理解と協力を得るため、調査実施のＰＲ
を工夫する。

（５）調査票の取り扱い等について
　調査票の取り扱い等については、従来より国民栄養調査において個人情報の漏洩のないように十分に配慮してきた
が、健康増進法において新たに調査に従事する者に対する守秘義務が課せられたことから、国及び独立行政法人国立
健康・栄養研究所において、調査票管理責任者、調査票の保管場所及び管理方法等について、管理規程を整備する必
要がある。
　また、都道府県、政令市、特別区職員及び国民健康・栄養調査員が調査の実施及び調査後の調査票の取り扱いにあ
たって留意すべき事項として、調査会場設営に当たって調査票の記入内容が他の世帯の人の目にふれないように配慮
すること、調査票に記入された調査票を適切に管理保管することなどが考えられる。このような基本的な事項につい
ては、調査必携において示し、調査実施に当たって国民健康・栄養調査員等に対し、周知徹底を図ることが必要であ
る。
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４．調査結果の解析、公表及び活用について 

（１）調査結果の解析、公表について
　調査結果の解析、公表は、その結果が広く普及啓発に用いられ、健康増進施策や栄養施策の推進に反映できるよう
十分に検討を行うこと。また、調査結果の公表にあたっては、速報による発表と十分な解析を加えた報告書の作成の
２段階で発表を行う。
　公表結果については、従来からホームページ等にも掲載してきているが、今後も各種媒体により国民への情報提供
の充実を図る。
　国民健康・栄養調査結果は、国レベルの健康・栄養状態を示す世界的にも唯一の貴重なデータであるため、従来実
施してきた国民栄養調査結果も併せ、海外への情報発信ができるように工夫する。

（２）研究等への調査データの活用について
　従来国民栄養調査結果については、統計法第１５条２に基づき、厚生労働省の使用許可承認の後、個人情報の保護
に配慮しながら厚生労働科学研究等における解析に活用してきたことろであり、今後も健康増進等に資する研究に活
用できるよう体制を整備する。

　 

５．おわりに
　本調査は、これまでの栄養改善法に基づき５０年以上も続けて行われてきた歴史ある国民栄養調査を引き継ぐもので
あり、今後とも国民の栄養の改善その他健康の増進の総合的な推進に役立てられるよう継続、発展していくことが望ま
れる。

　

（別紙１） 

調査項目の周期の考え方及び調査内容の例 
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（別紙２） 

重点事項の周期案について 

　 重点事項

平成15年(2003) たばこ、健康日本２１中間評価関係項目

平成16年(2004) 歯の健康、健康日本２１中間評価関係項目

平成17年(2005) 食生活、飲酒

平成18年(2006) 休養・睡眠

平成19年(2007) 身体活動・運動

平成20年(2008) 糖尿病、健康日本２１最終評価関係項目

平成21年(2009) 歯の健康、健康日本２１最終評価関係項目

平成22年(2010) 食生活、循環器疾患

　

　

（参考資料） 
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健康増進法における「国民健康・栄養調査」の概要 

○健康増進法（平成１４年法律第１０３号）　（該当条文抜粋）
（国民健康・栄養調査の実施） 

第十条　厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料として、国民の身体の状況、栄養摂取量
及び生活習慣の状況を明らかにするため、国民健康・栄養調査を行うものとする。

２　厚生労働大臣は、独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究所」という。）に、国民健康・栄養調査の実施
に関する事務のうち集計その他の政令で定める事務の全部又は一部を行わせることができる。

３　都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっては、市長又は区長。以下同じ。）は、その管轄区域内の国
民健康・栄養調査の執行に関する事務を行う。

（調査世帯） 

第十一条　国民健康・栄養調査の対象の選定は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年、厚生労働大臣が調査地区を定
め、その地区内において都道府県知事が調査世帯を指定することによって行う。

２　前項の規定により指定された調査世帯に属する者は、国民健康・栄養調査の実施に協力しなければならない。

（国民健康・栄養調査員） 

第十二条　都道府県知事は、その行う国民健康・栄養調査の実施のために必要があるときは、国民健康・栄養調査員を置く
ことができる。

２　前項に定めるもののほか、国民健康・栄養調査員に関し必要な事項は、厚生労働省令でこれを定める。

（国の負担） 

第十三条 　国は、国民健康・栄養調査に要する費用を負担する。

（調査票の使用制限） 

第十四条　国民健康・栄養調査のために集められた調査票は、第十条第一項に定める調査の目的以外の目的のために使用し
てはならない。

（省令への委任） 

第十五条　第十条から前条までに定めるもののほか、国民健康・栄養調査の方法及び調査項目その他国民健康・栄養調査の
実施に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。

第三十六条　国民健康・栄養調査に関する事務に従事した公務員、研究所の職員若しくは国民健康・栄養調査員又はこれら
の職にあった者が、その職務の執行に関して知り得た人の秘密を正当な理由がなく漏らしたときは、一年以下の
懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

２　職務上前項の秘密を知り得た他の公務員又は公務員であった者が、正当な理由がなくその秘密を漏らしたとき
も、同項と同様とする。

　

（参考１） 

「健康日本２１評価手法検討会　調査分科会」開催経過 

回次 開催日 検討内容

第１回 平成１４年７月３１日 国民健康・栄養調査のあり方について

第２回 平成１４年９月　４日 国民健康・栄養調査のあり方について

第３回 平成１５年２月１４日 報告書骨子（案）について

第４回 平成１５年３月１０日 報告書（案）について
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健康日本２１評価手法検討会調査分科会報告書

（参考２） 

健康日本２１評価手法検討会調査分科会運営要綱 

１　目的
　厚生労働省においては、平成１２年より、２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）を推進してい
る。健康日本２１では、目標の設定と目標に達成するための具体的な諸活動の成果を適切に評価して、その後の健康
づくり運動に反映させることを基本方針の一つとして掲げている。そこで、評価に用いる手法について検討すること
としているが、評価に活用する国民栄養調査等の調査の内容、今後の調査の在り方について、この分科会において検
討することとする。 

２　組織
　(1)健康日本２１評価手法検討会の分科会として設置する。
　(2)構成員は別紙のとおりとする。
　(3)構成員の任期は、平成１５年３月までの期間とする。 

３　検討課題
　健康日本２１評価に活用する国民栄養調査等の調査について 

４　事務局
　会議の事務は、健康局総務課生活習慣病対策室が行う。 

５　その他
　この要綱に定めるものの他、分科会の運営に関し必要な事項は、分科会座長が健康局長と協議の上定める。 

　

「健康日本２１評価手法検討会　調査分科会」　名簿 

（五十音順）

　

新井　誠四郎　（社）日本歯科医師会常務理事

磯　　博康 　筑波大学教授社会医学系社会健康医学

内山　真 　国立精神神経センター研究所精神生理部長

櫻井　秀也 　(社)日本医師会常任理事

下光　輝一 　東京医科大学衛生学公衆衛生学教授

樋口　進 　国立療養所久里浜病院臨床研究部長

田嶼　尚子 　東京慈恵会医科大学内科学教授

○田中　平三 　(独) 国立健康・栄養研究所理事長

宮武　光吉 　鶴見大学歯学部客員教授

山口　直人 　東京女子医科大学衛生学公衆衛生学教授

吉池　信男 　(独)国立健康・栄養研究所健康・栄養調査研究部長

（○：座長）
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